令和８年２月２７日
「令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価」及び

「令和８年３月から適用する設計業務委託等技術者単価」
の運用に係る特例措置について
　国が新たに適用した「令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価」（以下「新労務単価」という。）及び「令和８年３月から適用する設計業務委託等技術者単価」（以下「新技術者単価」という。）については、労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映させるとともに、時間外労働の上限規制への対応に必要な費用を反映して設定され、「令和７年３月から適用されている公共工事設計労務単価」（以下「旧労務単価」という。）と比べ、全国平均で約４．５％上昇しました。
　さらに国は、令和８年３月１日以降に契約締結する工事等のうち旧労務単価（又は「令和７年３月から適用する設計業務委託等技術者単価」（以下「旧技術者単価」という。））を用いて予定価格を積算した工事等について、新労務単価等に基づく契約に変更するための協議を受注者が発注者に対して請求できるよう、特例措置を定めるとともに、各自治体においても、国の措置を参考に適切な運用に努めるよう要請しており、東京都はこれを受けて２月２４日付で同様な措置の実施を公表しました。

　品川区においてもこの要請を踏まえ、新労務単価等を早期に適用するとともに、旧労務単価（又は旧技術者単価）を用いて予定価格を積算し、令和８年３月１日以降に契約締結した工事等について、新労務単価（又は新技術者単価）に基づく契約に変更することができる特例措置を別紙のとおり実施することとしました。

　受注者の皆様には、特例措置の趣旨をご理解いただき、契約金額が変更された場合は、下請企業と既に締結している請負契約の金額の見直し等を行い、新労務単価の上昇を踏まえた技能労働者への賃金水準引上げおよび法定福利費相当額を適切に含んだ額での下請契約を締結されるよう、より一層の徹底をお願いします。

別紙

（特例措置の概要）
１　対象工事等
　　令和８年３月１日以降に契約を行った工事等のうち、旧労務単価（又は旧技術者単価）を適用して予定価格を積算しているもの。

　　ただし、変更協議が整う以前に支払い手続きが完了したものについては、対象外とします。

２　特例措置の内容

　　受注者は、品川区工事請負契約書約款（以下「契約書約款」という。）第５２条の定めにより、旧労務単価（又は旧技術者単価）に基づく契約を新労務単価（又は新技術者単価）に基づく契約に変更するための契約金額の変更の協議を請求することができます。
· 契約書約款によらない契約の場合は、同約款第５２条を準用し、適用します。
３　契約金額の変更

　　新労務単価（又は新技術者単価）及び当初契約時点の物価により積算された予定価格に当初契約の落札率を乗じて算出します。

　　変更後の契約金額＝新労務単価等により積算された予定価格×当初契約の落札率

４　請求期限
　　受注者からの協議請求期限は、契約日から２ヶ月以内かつ工期末の７日前までとします。

　　なお、協議の請求は、別添（様式１）により速やかに行ってください。

５　特例措置実施後の報告
　　特例措置を適用した全ての工事等について、別添（様式２）により、下請契約等への反映の報告書を提出してください。
　　令和　　年　　月　　日


品川区長　森 澤　 恭 子 （あて）

請負者　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　商号または名称　
代表者氏名　
請負契約の変更協議について

　下記の請負契約について、品川区が実施する「『令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価』及び『令和８年３月から適用する設計業務委託等技術者単価』の運用に係る特例措置について」の主旨に基づき、技能労働者の賃金等に充てるため新労務単価等に基づく契約に変更したいので、品川区工事請負契約書約款第５２条により協議します。
記

１　件　　名

２　履行場所

３　契約金額

４　契約番号

５　契約日　　　　　　令和　　年　　月　　日

６　履行期間　　　　　　令和　　年　　月　　日から

令和　　年　　月　　日まで
「令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価」
「令和８年３月から適用する設計業務委託等技術者単価」

の運用に係る特例措置に関する報告書
１．件名等
	件名
	

	会社名
	

	代表者名
	


２．特例措置による下請等変更契約状況

	下請契約件名
	下請け契約の相手方（会社名）
	反映状況

(変更前と比較し
増加分を記載)
	根拠・考え方

	(記載例)

○○○○○工事
	○○建設㈱
	（約５％）

（約○○万円）
	・労務費について○％アップ
・一括一律○％アップ

・一括一律○○万円アップ

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※記載行が不足する場合は、適宜、別紙（同様の様式）にて報告してください。
※状況に応じて、確認のため実態調査を行う場合があります。　
３．その他

　・上記２において下請け契約に反映できない理由、また反映状況の増加分が低い理由など。
	


・２次下請け、３次下請け等における労務費の反映状況など。
問合せ先


品川区経理課契約係


直通　03-5742-6646





様式1





様式２








